
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

用途地域等の都市計画の 

見直しを検討しています。 
  

 

 『住み続けたい 緑につつまれるまち 調布』の実現を目指して
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■建ぺい率・容積率 ■用途地域別の建築制限の概要 

■防火・準防火地域 

■日影規制 

■高度地区 

建築物の高さなどを制限することにより，日照・通風・採光などを確保し，住環境を保護するため

のものです。高度地区には，下図に示すとおり８種類があり，ここに示す真北方向の範囲からはみ出

して建築物を建てることはできません。 

建ぺい率は，建築物が

占める面積（建築面積）

の敷地面積に対する割

合のことをいいます。 

容積率は，建築物の各

階の床面積の合計の敷地

面積に対する割合のこと

をいいます。 

防火・準防火地域の指定による建築物の規模・階数

などに応じた建物構造の制限は，以下のとおりです。 

中高層建築物が落とす日影の時間を制限することに

より，住宅地における日照条件の悪化を防ぐものです。

下図の場合，測定水平面(平均地盤面からの高さ)４

ｍ(２階の床面に相当)において，制限を受ける建築物

によって日影となる時間が，敷地から５ｍの範囲では

４時間以内，10ｍの範囲では 2.5 時間以内となるよう

建築物が制限されることとなります。 
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地域

　　  規模

構造

耐火建築物※１と

しなければなら

ないもの

階数３以

上のもの

100㎡を超

えるもの

階数４以上

のもの

(地階を除

く)

1,500㎡を

超えるもの

準耐火建築物※２

又は耐火建築物

としなければな

らないもの

500㎡を超

え1,500㎡

以下のもの

防火上必要な技

術的基準に適合

する木造建築物

(又は耐火建築

物，準耐火建築

物)としなければ

ならないもの

階数が２以下で，延

べ面積が100㎡以下の

もの

階数が３(地階を除く)

で，かつ延べ面積が

500㎡以下のもの

※1 耐火建築物　：鉄筋コンクリート造，鉄骨鉄筋

　　　　　　　　　コンクリート造，鉄骨造で耐火

　　　　　　　　　被覆したものなど

※2 準耐火建築物：鉄骨造などのほか，主要構造部

　　　　　　　　　を準耐火構造とした木造など

防火地域 準防火地域

階数

延べ面積

(階数にか
かわらず)

階数

延べ面積

(階数にか
かわらず)

調布市では，まちや社会の構造の変化

に対応しながら市の地域特性を生かした

まちづくりを進め，「調布市都市計画マス

タープラン」に掲げた将来都市像，「住み

続けたい 緑につつまれるまち 調布」

を実現するため，用途地域等の都市計画

の見直しに向けた検討を行っています。 

＜お問い合わせ＞ 調布市 都市整備部 都市計画課  TEL：042（481）7453 
登録番号 

（刊行物番号）
 

2017-５6 
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※9 調布市公共施設等総合管理計画：調布市が管理するインフラを含む公共施設全体を対象として，適正な配置と総量の抑制，適切

な維持保全や更新のほか，管理運営費の縮減や平準化などの取組を推進するため，今後の総合

的かつ計画的な管理に関する市の基本的な考え方を示す計画のこと。 

※10 建築基準法第４８条許可：建築基準法第４８条のただし書きにより，特定行政庁（建築主事を置く地方公共団体の長（調布市

の区域では調布市長）の許可において，建築物の用途の制限を緩和するもの。 

※11 既存不適格建築物：建築時には適法であったが，法令の改正や都市計画変更等によって現行法に対して不適格な部分が生じた

建築物のこと。 

  

（５）その他の課題への対応 

（４）公共公益施設への対応 

【見直しの方向性】 

○調布市が管理する公共施設については，「調布市公共施設等総合管理計画（※9）」に基づく取組と連携を

図りつつ，必要に応じて用途地域等の見直しを検討します。 

○その他の公益施設についても，必要に応じて用途地域等の見直しを検討します。 

【見直しの方策】 

①地区計画または特別用途地区 

による用途制限の緩和 
・公共公益施設の立地に係る「用途制限」の緩和 

②建築基準法第 48 条許可（※10）

の政策的な活用 

・公共公益施設の取り扱い方針を定め，統一的な判断に基づく立

地の許可 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

その他の課題に対しては，地域におけるまちづくりの機運の高まりや都市基盤整備の進捗などの   

市街地環境の変化を捉えて，中長期的な視点で継続的に見直しを検討します。 

定住環境の改善 

既存不適格 
建築物（※11） 

 

地域コミュニティ
の再構築 

中長期的な視点で見直しを検討 

その他の課題 

都市計画事業の進捗に 
伴う土地の高度利用 

 

街なか居住の誘導 
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